
要旨：【目的】認知症グループホーム（GH）で生活機能向上連携加算（Ⅱ）（連携加算）活用の短期効果を検討し、今後の連携
の示唆を得ること。【方法】対象はＡ法人のGH（３ユニット）の入居者のうち連携加算を算定し、介入前後評価のできた９名（女
性８名、平均90歳）。GHの各担当介護職員と担当理学療法士が立案したケア計画を１ヵ月実施し、ADLをBarthel Index（BI）、
認知症の行動・心理症状（BPSD）をBPSD25Q、QOLをshort QOL-Dで効果判定をした。各担当介護職員に算定後の介護への影
響や感想等の回答も求めた。【結果】効果評価の平均は、BIが63.3点→63.9点、BPSD25Qが17.4点→14.4点、short QOL-Dが26.3
点→26.3点となっていた。担当介護職員４名のうち４名がケアに「役立つ」、３名が成長に「役立つ」、３名が書類の記入が「楽
になった」と回答した。【考察】本結果からは効果までは言及できないが、連携加算の活用がGHにおけるケアに有用な可能性も
あるため、持続的に連携していきながら効果的な方法を模索していきたい。
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Ⅰ．目的
　2018年度の介護報酬改定より、認知症対応型共同
生活介護（認知症グループホーム：GH）において
生活機能向上連携加算が創設された。生活機能向上
連携加算とは、自立支援・重度化防止に資する介護
を推進する観点から、訪問・通所リハビリテーショ
ンの理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が利用者
宅を訪問して行う場合又は、リハビリテーションを
実施している医療提供施設の理学療法士・作業療法
士・言語聴覚士・医師が訪問して行う場合に算定で
きる加算である１）。GHは、「認知症対応型共同生活
介護」として介護保険上に位置付けられ、認知症の
人へ少人数（５人から９人）を単位とした共同住居
の形態でケアを提供しており、家庭的で落ち着いた
雰囲気の中で、食事の支度や掃除、洗濯などの日常
生活行為を利用者やスタッフが共同で行うことによ
り、認知症症状が穏やかになり安定した生活と本人

の望む生活を実現することができるとされてい
る２）。山口ら３）は、客観的評価を用いて、GHケア
が 認 知 症 の 行 動・ 心 理 症 状（behavioral and 
psychological symptoms of dementia; BPSD）とそ
の負担感やQuality of life（QOL）に有効なことを
報告した。当該調査は日常生活動作（activity of 
daily living; ADL）の評価尺度であるBarthel index

（BI）４）も追加調査しており、経年変化などの成果
を「認知症グループホームにおける効果的な従事者
の負担軽減の方策とグループホームケアの効果・評
価に関する調査研究事業報告書５）」として報告した。
その報告において、ADL指標であるBIが2018年67.6
±23.2点、2019年59.1±26.8点と、有意に低下した。
このように、GHケアがBPSDとその負担感、QOL
に有効なことと同時に、ADLが緩やかに低下する
ことが示された。
　GHの人員基準には、リハビリテーション専門職
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はないため、創設された生活機能向上連携加算を活
用することでADLの低下を予防できる可能性があ
ると考えられる。しかし、筆頭著者が国内医学論文
情報のインターネット検索サービス「医中誌Web」
で「生活機能向上連携加算」をキーワードとして文
献検索を実施した結果、GHで生活機能向上連携加
算を活用した研究報告は学会抄録がひとつ６）ある
のみであった（2023年５月21日時点）。また、客観
的評価を用いて、GHにおける生活機能向上連携加
算の効果を報告したものは見当たらない。全国調
査７）では、生活機能向上連携加算の有用性が示唆
されているが、同調査内で示しているGHの生活機
能向上連携加算算定率は7.6％であり、法人外の施
設との連携や連携する場合の報酬額の設定や認知度
の低さなどが算定率の低さの課題となっている。算
定率が低いため、導入にあたって近隣施設等への情
報収集は困難な可能性が高い。また、個別機能訓練
加算では所定の計画書があるが、生活機能向上連携
加算は、我々の知る限り所定の計画書等はない。
　上記の背景の中、A法人では2021年６月よりGH
にて、生活機能向上連携加算（Ⅱ）（連携加算）の
算定と、理学療法士との連携を開始した。そこでま
ずは、連携加算活用による短期効果を、客観的評価
を用いて検討した。また、連携加算活用にあたり、
独自の計画書を作成し、今後の連携の示唆を得たた
め報告する。

Ⅱ．対象
　対象はＡ法人のGH計３ユニットの入居者計27名
のうち連携加算を算定し、介入前後で評価できた認
知症の人計９名（ａユニット３名、ｂユニット４名、
ｃユニット２名）とした。また、連携加算の算定に
あたり各ユニットで担当となった介護職員計４名

（ａユニット１名、ｂユニット２名、ｃユニット１名）
とした。なお、導入にあたり全27名の連携加算算定
を目指したが、担当理学療法士とGHの介護職員ら
と協議し、導入初期であり丁寧に数事例から始める
こととなり、各ユニットの担当介護職員が選定した
認知症の人が今回の対象となった。

Ⅲ．方法
1．研究デザイン
　2021年６月から９月の間に連携加算を算定した認
知症の人について、現場で収集したデータを後方視
的に分析した。また、介護職員に対してアンケート
調査を実施した。

２．評価項目
１）対象者の基本属性
　認知症の人の年齢、性別、認知症の診断名、要介
護度、認知症高齢者の日常生活自立度、障害高齢者
の日常生活自立度、入居からの日数と、担当介護職
員の性別、経験年数、職種、職位の情報を収集した。
２）Barthel Index（BI）４）

　食事、移乗（車椅子・ベッド間）、整容、トイレ
動作、入浴、歩行、階段昇降、着替え、排便コント
ロール、排尿コントロールの10の各ADL項目につ
いて、それぞれ０点、５点、10点、15点で評価する。
項目によって最高点が10点と15点のものがあり、10
項目の合計点は０から100点の範囲である。点数が
高いほどADLが自立できていることを示す。
３�）認知症の行動・心理症状質問票（BPSD＋Q/

BPSD25Q）８）

　BPSD＋Qは、幻視・幻聴、妄想、暴言、暴行、
徘徊・不穏、無断外出、性的不適切行動、常同行動、
脱抑制、易怒性、繰り返し質問、収集、大声の13項
目からなる過活動カテゴリー、うつ、アパシー、無
反応・無関心、不安、傾眠傾向、閉じこもりの6項
目からなる低活動カテゴリー、昼夜逆転、食行動異
常（異食）、介護への抵抗、不潔行為、火の不始末、
物をなくすの６項目からなる生活関連カテゴリー、
過活動せん妄及び低活動せん妄各１項目の計27項目
で構成される。BPSDのみを評価する場合は、せん
妄２項目を除いた25項目をBPSD25Qとして扱う。
各項目のBPSDの重症度と負担度を０～５点で評価
する。今回はBPSD25Qを使用した。
４）short QOL-D ９）

　オリジナルのQOL-D10）31項目を９項目に短縮し
たもので、陽性点（６項目で６～24点）・陰性点（３
項目で３～12点；逆転項目）・合計点（９～36点）
で構成される。陽性点は「楽しそうである」「食事
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を楽しんでいる」「訪問者に対して嬉しそうにする」
「周りの人が活動するのをみて楽しんでいる」「自分
から人に話しかける」「仕事やレク活動について話
をする」の６項目、陰性点は、「怒りっぽい」「もの
を乱暴に扱う」「大声で叫んだりする」の３項目の
状態から算出する。
５）担当介護職員へのアンケート
　効果的な介入には介護職員の思考や技術が重要な
ため、担当介護職員に連携加算算定後の介護への影
響や感想等について、算定開始の2021年６月から３
か月後の９月に回答を求めた。具体的には、「あな
たがケアを考えることにどの程度役立ちました
か？」、「あなたの成長にどの程度役立ちました
か？」、「対象者へのケアにどの程度役立ちました
か？」に対して全く役に立たない～とても役に立つ
の５件法で回答を求めた。また、「書類の記入は、
６月と比較してどの程度楽になりましたか？」に対
して全く楽にならなかった～とても楽になったの５
件法で回答を求めた。加えて、「生活機能向上連携
加算の長所と短所（今後の課題）をお教え下さい」
について自由記述で回答を求めた。

３．介入
１�）GHの特徴を踏まえた独自の計画書の作成（図

１）
　図１の計画書作成にあたって、担当介護職員４名
と協議を行い、必要最低限の項目を設定した。対象
者の基本属性と、ケアの軸となる対象者の希望と困
りごと、また、連携を円滑にするために介護職員側
の希望と困りごとも併せて記載してもらうこととし
た。加えて、目的とする生活行為とその自立を目指
すための各月の目標、それを達成するためのケア内
容を記載することとした。生活行為を対象とするこ
とと、なるべく簡易な評価を使用するために効果評
価としてBI ４）を採用した。連携加算算定開始月の
2021年６月時点では採用していなかったが、認知症
の人の生活を検討するにあたってQOLやBPSDも重
要であることから、介護職員と協議の上、認知症グ
ループホーム協会の研究報告５）にならって、2021
年７月よりshort QOL-D9）、BPSD＋Q ８）を効果評
価として追加採用した。状況に応じて生活行為工程

分析表11）も活用することとしたが、今回は１事例（事
例６）のみに使用した。なお、対象者合意のもと進
められるものであるため、対象者の署名欄も設けた。
加えて、独自の計画書、連携加算の導入にあたり、
担 当 理 学 療 法 士 と 担 当 介 護 職 員 ら が、social 
networking service（SNS）のアプリケーションで
ある「LINE」のトークグループを作成し、日程調
整や質疑応答を随時行えるようにした（入居者の個
人情報は含まない）。また、導入初期には評価尺度
を付ける意味や方法、連携加算導入の意義等の説明
から開始した。
２�）理学療法士と介護職員との連携、立案したケア

の実施方法
　介入は、前述の独自の計画書（図１）を活用し、
2021年６月に初回評価及びGHの介護職員と担当理
学療法士がケア計画を立案、実施した。その１か月
後の７月に、１ヶ月後評価及びケアの振り返りを実
施した。そこで、前述の通りQOLとBPSDの評価も
追加実施したためケア計画を再検討し、実施した。
その１か月後の８月に最終評価及びケアの振り返り
を実施した。なお、３ユニットで計４名の介護職員
が主担当となり、ケア計画を各ユニットに共有した

（各月での理学療法士の訪問は１回）。

４．倫理的配慮
　本研究は、医療法人大誠会倫理委員会の審査を受
け、承認を得た（承認番号：2021-007）。対象者と
その家族には、入居時点で入居事業所から、連携加
算で取得するデータを活用する旨や個人情報の保護
について十分に説明した上で協力を依頼し、書面に
て同意を得た。

５．分析
　short QOL-D、BPSD25Qは７月より評価項目に
追加されたため、2021年７月を前評価とし、ケアの
再検討、実施から１か月後の８月に行った評価を後
評価として解析に用いた。認知症の人の連携加算算
定（介入）前後（2021年７月と８月の評価）のBI、
short QOL-D、BPSD25Qの平均値を算出した。介
護職員へ実施したアンケート結果は記述統計を実施
した。また、参考までに独自の計画書（図１）より、
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図１　生活機能向上連携加算用の独自の計画書（一部）

日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとす
る行為の内容（目的とした生活行為）と目標を達成
するために介護従事者が行う介助等の内容（ケア内
容）を要約し、示した。

Ⅳ．結果
１．対象者の基本属性
　認知症の人９名の基本属性は、平均年齢90.3（標
準偏差7.2）歳、女性８名、診断はアルツハイマー
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型認知症５名、嗜銀顆粒性認知症１名、レビー小体
型認知症１名、認知症の原因疾患不明２名、要介護
度は要介護３が５名、要介護４が２名、要介護２が
１名、認知症高齢者の日常生活自立度はⅢａが８名、
Ⅱａが１名、障害高齢者の日常生活自立度はA2が
６名、B1が２名、自立が１名であった。入居から
の日数は平均1186.6（標準偏差1221.3）日であった（表
１）。
　担当介護職員４名の基本属性は、女性２名、経験
年数は17年が２名、12年が１名、３年が１名、取得
資格は介護福祉士取得者２名、取得資格なしが２名、
職位は一般職員３名、管理者１名であった。

２．介入前後の効果評価の変化（表１）
　介入前後でBIは平均63.3（標準偏差15.0）点から
63.9（16.2）点、BPSD25Qは17.4（13.0）点から14.4

（8.2）点、short QOL-Dは26.3（5.4）点から26.3（5.1）
点となっていた。事例別の効果評価の変化と基本属
性を表１に示した。

３．担当介護職員へのアンケート
　担当介護職員４名のうち、「あなたがケアを考え
ることにどの程度役立ちましたか？」はとても役に
立つ３名、まあまあ役に立つ１名、「あなたの成長
にどの程度役立ちましたか？」はとても役に立つ２
名、まあまあ役に立つ１名、どちらともいえない１
名、「対象者へのケアにどの程度役立ちましたか？」
はとても役に立つ２名、まあまあ役に立つ２名、「書
類の記入は、６月と比較してどの程度楽になりまし
たか？」はまあまあ楽になった３名、どちらともい
えない１名であった。
　「生活機能向上連携加算の長所と短所（今後の課
題）をお教え下さい」の回答は表2に示した。その
他の感想として、「生活リハビリは、介護をやろう
と思ったきっかけの一つにしていました。それを、
働いている中で考えられるようになって、とても嬉
しいです。普通に働いていたら、実行できていませ
んでした。GHで働いてみたいと思った理由の一つ
を実行できてる気がします。全然、思うように進め
ないこともあるけど、少しは時間を作れるように
なった気がするので行っていきたい。経験のある人

に現実的なお話ができて、とても勉強になります。」
との回答が得られた。

Ⅴ．考察
１．生活機能向上連携加算（Ⅱ）の短期効果
　連携加算を活用し、理学療法士と介護職員で連携、
ケアを１か月間実施することでBPSDの平均点は軽
減、ADLは維持、QOLは良好な点数を維持していた。
対象者は高齢であること、疾患別リハビリテーショ
ンのように理学療法士の継続的な個別介入はできな
いことから１か月間でのADLの全体での変化は困
難 で あ っ た と 考 え ら れ る。 一 方 で、BPSD25Q

（BPSD）は32から22点（表１の事例５）、42から25
点（表１の事例６）と大きく改善した２事例がいた。
提案したケアとしては、洗濯や掃除などの役割活動
を通した活動量の維持、拡大などをねらったもので
あった。先述の通り連携加算ではリハビリテーショ
ン専門職が個別で介入できるものではなく、また、
GHは生活の場であるため本人の特性に合わせて生
活の中で自然に行えるケア内容が良いと考えてい
る。そのため、事例５では、歩行の安定、活動量の
向上を図るために朝の居室内の掃除の習慣化から開
始した。また、事例６については、残存機能を適切
に評価したうえで介入するために生活行為工程分析
表11）を用いて該当の生活行為（事例６では洗濯）
を詳細な工程に分けて評価を行ったうえでケアを提
案した。役割や作業活動の提供はBPSDに有用であ
り12）、生活の専門家である理学療法士とともに検討
したことでより良いケアにつながった可能性があ
る。short QOL-D（QOL）は、30点以上が「とても
良い」、25−29点が「良い」、20−24点が「少し良く
ない」、19点以下が「良くない」と評価される13）。
対象者は、平均26点と「良い」状態は維持されてい
たが、事例別でみると19点以下が１事例いた。当該
事例は、17点から19点へのやや向上はみられていた
ため、全体としても個別の事例としても良い影響は
与えていたと考えられる。以上のように、１か月間
では平均点の大きな変化は認められなかったが、事
例別でみると、特にBPSDに良い効果が期待できる
可能性が示唆された。しかし、対象の９名は介護職
員に選定してもらったため効果が期待されやすい可
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能性がある。一方で、導入初期であったため担当者
同士の関係性の構築や連携の不十分さなどの現場で
の細かな要因から連携加算の効果を十分に発揮でき
なかったことや連携加算は３か月で１周期のため１
か月間では変化をみることに不十分であった可能性
もある。これらの点については、継続的に連携加算
対象者のデータを蓄積し、全国規模のGHの継続調
査５）と経年変化を比較することで、より具体的に
連携加算がADL、QOL、BPSDにどのような影響を
与えるか検討したいと考えている。

２．理学療法士と介護職員の連携
　連携加算算定後の担当介護職員４名へのアンケー
トでは、全員がケアを考えること、実際のケアに「役
に立つ」、３名が成長に「役に立つ」と回答していた。
連携加算の長所としては、改めて個別のケアを考え
るだけでなく、評価を学ぶ機会となっている、一方
で短所としてはケアの共有方法が共通課題として挙
げられていた。今回、連携するにあたりお互いの共
通言語として独自の計画書を作成した。リハビリ
テーション専門職または医師と、介護職員は基礎教
育の背景が異なるめ、お互いの考えを共有するツー

ルとして評価尺度を盛り込んだ計画書を作成したこ
とは、連携に有用だったかもしれない。実際に、今
回採用したBPSD25Q（BPSD＋Q）は情報共有に有
用であることが報告されている14）。一方で、担当介
護職員が各ユニットのその他の介護職員にケア方針
を共有することを課題としていた。この点は、持続
的に連携加算を活用して連携していきながら効果的
な方法を模索していきたいと考えている。このよう
に連携加算を用いて理学療法士と介護職員で連携す
ることは、日頃の介護に有用であり、担当介護職員
の意欲や成長に寄与することが示唆された。今後は
各ユニットへの情報共有方法や長期効果、評価の変
化の関連要因を検討する。

Ⅵ．謝辞
　ご協力いただきました対象者の皆様に厚くお礼を
申し上げます。また、本研究実施にあたりご協力い
ただきました新谷夏海氏、角田匡哉氏、星野将斗氏、
三瓶紗也子氏に深謝します。

Ⅶ．付記
　開示すべきCOI関係にある企業などはない。また、

表２　担当介護職員が回答した生活機能向上連携加算算定後の長所と短所（n=4）
回答者 長所 短所

１

・�対象者に対して、どのようにすれば、向上する
か考えられるようになった。働いているうえで
やりたいけどできないなあと後回しになって
いたけど、第一に考えられるようになった。

・一人一人の深ぼり（活かしていきたい点）。

・�同じフロアの人により共有するにはどうすれば
良いか。
・�フロアの人に、実行内容を伝えて共有したら「こ
ういう風にやれと言われたから」と話してい
て、言われ方が悪く、そう思われないようにど
うすれば共有できるかが課題。

２

・個別での関わりが多くなり信頼関係が深まる。
・具体的な生活機能の課題がわかった。
・�自立できることを検討し、プラン作成していき
たい。

・職員間で内容を周知し、ケアの共有できれば。

３

・�生活機能向上連携加算をとることにより、利用
者様の身体機能の様子やバーセルインデック
スの評価方法を知ることができました。改め
て、入居者を知る良い機会になっていると思い
ます。

・�高齢者なので身体機能が急激に改善するとは思
えないので身体機能の維持に努めたいと思い
ます。

４ ・入居者の機能回復に向け取り組みたい。 ・�人員不足のため実施できない日がある。業務改
善もしていきたい。

回答者１：経験年数12年・所定の資格なし・一般職員、回答者２：経験年数３年・所定の資格なし、一般職員、
回答者３：経験年数17年・介護福祉士・一般職員、回答者４：経験年数17年・介護福祉士・管理者

13理学療法群馬　第35号　2024



本論文は第23回日本認知症ケア学会大会の発表内容
を修正・加筆し、まとめたものである。
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